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(百万円未満切捨て)

１．2021年６月期第１四半期の連結業績（2020年７月１日～2020年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年６月期第１四半期 954 47.0 △820 － △777 － △551 －

2020年６月期第１四半期 649 10.5 △812 － △808 － △568 －
(注)包括利益 2021年６月期第１四半期 △530百万円( －％) 2020年６月期第１四半期 △559百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2021年６月期第１四半期 △76.63 －

2020年６月期第１四半期 △79.06 －
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2021年６月期第１四半期 12,937 5,744 44.3

2020年６月期 13,516 6,488 47.9
(参考) 自己資本 2021年６月期第１四半期 5,724百万円 2020年６月期 6,471百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2020年６月期 － － － 30.00 30.00

2021年６月期 －

2021年６月期(予想) － － 30.00 30.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

　

　

３．2021年６月期の連結業績予想（2020年７月１日～2021年６月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 16,700 1.2 1,100 △32.3 1,120 △31.8 700 △37.5 97.30
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

当社グループの売上高は、官公庁への納期に対応して下半期に偏重する事業特性を有しております。そのため、第２
四半期連結累計期間の業績予想が極めて困難な状況にあり、第２四半期連結累計期間の業績予想を公表しておりませ
ん。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 社（社名） 、除外 社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2021年６月期１Ｑ 7,660,000株 2020年６月期 7,660,000株

② 期末自己株式数 2021年６月期１Ｑ 465,624株 2020年６月期 465,603株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2021年６月期１Ｑ 7,194,397株 2020年６月期１Ｑ 7,185,942株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている予想数値は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ
いており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績などは様々な要因により
大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、添付資料３ページ「１.当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する
説明」をご覧ください。

　

　　



大日本コンサルタント株式会社(9797)2021年６月期 第１四半期決算短信

1

○添付資料の目次

　

　

１．当四半期決算に関する定性的情報 ……………………………………………………………………２

（１）経営成績に関する説明 ………………………………………………………………………………２

（２）財政状態に関する説明 ………………………………………………………………………………３

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 …………………………………………………３

２．四半期連結財務諸表及び主な注記 ……………………………………………………………………４

（１）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………４

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………６

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 ……………………………………………………………８

（継続企業の前提に関する注記） ……………………………………………………………………８

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ……………………………………………８

　

　



大日本コンサルタント株式会社(9797)2021年６月期 第１四半期決算短信

2

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大の影響を受け、

依然として景気は厳しい状況が続いておりますが、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き

上げていく中で、各種政策の効果や海外経済の改善もあり、徐々に持ち直しの動きがみられました。

　当社グループが属する建設コンサルタント業界では、自然災害の頻発化・激甚化、地球環境問題の深刻化、既

設の社会インフラの老朽化など、様々な社会課題への対応が求められております。また、公共施設の維持管理・

運営など、社会資本整備に対するニーズの多様化が急速に進んできており、このコロナ禍においても、建設コン

サルタントの果たすべき役割は益々重要になってきております。

　このような状況の下で、当社グループは、第12次中期経営計画（2019年７月から2022年６月まで）において重

点課題として設定した「品質確保」「事業領域拡大」「人財育成」に対する諸施策の取り組みを引き続き実施す

るとともに、第12次中期経営計画の２年目となる今期は、「新型コロナウイルスを含むリスク対応」を新たな重

点課題として追加し、積極的に取り組んでまいりました。新型コロナウイルスの影響により、急激に変化した就

業環境に対応した新たな働き方を推進するため、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の促進を図り、テ

レワーク環境を整備し、多様化する働き方の中での生産性の向上や成果品質の確保に向けた取り組みを実施し、

企業の持続的な発展に努めてまいりました。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の業績は、前期からの繰越業務量が豊富

に確保されていた状況から新規受注を抑制したことが影響し、受注高は44億１千万円（前年同四半期比66.2％）、

受注残高は183億４千３百万円（同100.0％）となりました。売上高は９億５千４百万円（同147.0％）、営業損失

は８億２千万円（前年同四半期８億１千２百万円）、経常損失は７億７千７百万円（同８億８百万円）、親会社

株主に帰属する四半期純損失は５億５千１百万円（同５億６千８百万円）となりました。なお、当社グループの

売上高は官公庁への納期に対応して下半期に偏重し、上半期は販売費及び一般管理費の占める割合が著しく高く

なる傾向にあります。そのため、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益ともに損失計上とな

っております。

　部門別の状況を示すと次のとおりであります。なお、当社グループは単一の報告セグメントであるため、セグ

メントごとの記載はしておりません。

〔構造保全部門〕

　当部門の受注高は22億６千４百万円（前年同四半期比56.7％）、受注残高は96億５千６百万円（同94.4％）、

売上高は３億８千１百万円（同202.6％）となりました。主な受注業務として、西日本高速道路（ＮＥＸＣＯ西日

本）岡山高速道路事務所管内における橋梁耐震補強設計業務、沖縄県の南部東道路ＪＣＴ橋梁予備設計業務があ

げられます。

〔社会創造部門〕

　当部門の受注高は12億９千７百万円（前年同四半期比86.7％）、受注残高は42億４千２百万円（同113.1％）、

売上高は１億１千２百万円（同99.0％）となりました。主な受注業務として、長野県茅野市の茅野駅西口駅前広

場リニューアル実施計画策定委託業務、新潟県の水素サプライチェーン実現可能性調査業務があげられます。

〔国土保全部門〕

　当部門の受注高は７億４千５百万円（前年同四半期比87.0％）、受注残高は20億８千７百万円（同87.1％）、

売上高は１億９千２百万円（同154.9％）となりました。主な受注業務として、国土交通省九州地方整備局大隅河

川国道事務所管内の火砕流台地斜面における空中電磁探査調査検討業務、国土交通省東北地方整備局三陸国道事

務所管内における防災点検業務があげられます。

〔海外・施工管理部門〕

　当部門の受注高は１億３百万円（前年同四半期比32.8％）、受注残高は23億５千７百万円（同120.2％）、売上

高は２億６千８百万円（同120.0％）となりました。主な受注業務として、国際協力機構（ＪＩＣＡ）より中央ミ

ンダナオ高規格道路整備事業（カガヤン・デ・オローマライバライ区間）準備調査業務、滋賀県草津市の第二学

校給食センター駐車場他整備監理業務があげられます。
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（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比べて５億７千９百万円減少し、129億

３千７百万円となりました。主な変動は、運転資金並びに法人税等の支払による現金及び預金の減少２億９千５

百万円、完成業務未収入金の減少22億７千６百万円、たな卸資産の増加15億７千４百万円、繰延税金資産の増加

２億３千７百万円によるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末と比べて１億６千５百万円増加し、71億９千２百万円となりました。主な変動

は、業務未払金の減少３億６千４百万円、未払法人税等の減少１億７千１百万円、未成業務受入金の増加13億２

千５百万円、賞与引当金の増加２億８千２百万円によるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末と比べて７億４千４百万円減少し、57億４千４百万円となりました。主な変

動は、剰余金の配当２億１千５百万円、四半期純損失５億５千１百万円を計上し利益剰余金が減少したことによ

るものであります。

これらの結果、当社グループの自己資本比率は44.3％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　今後の経営環境としては、2020年度の公共事業関係予算は、前年度から横ばいとなり、予算の重点分野として

「被災地の復旧・復興」、「国民の安全・安心の確保」、「生産性と成長力の引上げの加速」、「豊かで暮らし

やすい地域づくり」が挙げられております。また、防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策の集中的な

実施、将来を見据えたインフラ老朽化対策などの施策は概ね継続的に執行されるものと考えられます。当第１四

半期連結累計期間においては、前期からの繰越業務量が豊富に確保されていた状況から新規受注を抑制しており

ますが、今後においても一定の受注高、売上高、営業利益を確保できるものと判断しております。

　通期の業績予想につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う影響は不透明ではありますが、当第１

四半期連結累計期間の営業成績が通期の予想に対し順調に推移しており、現時点では2020年８月７日に公表しま

した業績予想数値からの変更はありません。

　なお、当社グループの売上高は、官公庁への納期に対応して下半期に偏重する事業特性を有しております。そ

のため、第２四半期連結累計期間の業績予想が極めて困難な状況にあり、第２四半期連結累計期間の業績予想を

公表しておりません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,217,876 4,922,297

完成業務未収入金 2,640,766 364,168

たな卸資産 2,707,018 4,281,951

その他 154,221 264,815

貸倒引当金 △5,226 △740

流動資産合計 10,714,656 9,832,491

固定資産

有形固定資産 548,690 578,931

無形固定資産 354,126 357,094

投資その他の資産

投資有価証券 269,990 294,266

退職給付に係る資産 896,428 910,053

繰延税金資産 113,721 351,527

その他 619,025 613,262

投資その他の資産合計 1,899,166 2,169,110

固定資産合計 2,801,983 3,105,135

資産合計 13,516,639 12,937,627
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部

流動負債

業務未払金 881,807 517,635

未払法人税等 201,964 30,372

未成業務受入金 3,322,628 4,647,854

賞与引当金 ― 282,692

受注損失引当金 16,200 50,610

その他 1,778,021 817,343

流動負債合計 6,200,622 6,346,509

固定負債

退職給付に係る負債 724,292 740,550

資産除去債務 67,482 74,737

その他 35,423 31,202

固定負債合計 827,199 846,490

負債合計 7,027,821 7,192,999

純資産の部

株主資本

資本金 1,399,000 1,399,000

資本剰余金 1,524,573 1,524,573

利益剰余金 3,866,936 3,099,794

自己株式 △187,415 △187,432

株主資本合計 6,603,094 5,835,935

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 47,484 66,531

為替換算調整勘定 △22,595 △22,863

退職給付に係る調整累計額 △156,536 △154,661

その他の包括利益累計額合計 △131,647 △110,993

新株予約権 17,370 19,684

純資産合計 6,488,818 5,744,627

負債純資産合計 13,516,639 12,937,627
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2019年７月１日
　至 2019年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年７月１日
　至 2020年９月30日)

売上高 649,470 954,567

売上原価 497,251 786,533

売上総利益 152,218 168,034

販売費及び一般管理費 965,173 988,348

営業損失（△） △812,955 △820,314

営業外収益

受取利息 29 30

受取配当金 401 101

受取保険金 ― 38,059

為替差益 ― 296

その他 5,438 9,675

営業外収益合計 5,870 48,164

営業外費用

為替差損 76 ―

減価償却費 790 1,458

固定資産除却損 783 4,187

その他 0 4

営業外費用合計 1,650 5,650

経常損失（△） △808,735 △777,800

特別損失

投資有価証券評価損 4,340 ―

特別損失合計 4,340 ―

税金等調整前四半期純損失（△） △813,075 △777,800

法人税、住民税及び事業税 14,664 17,379

法人税等調整額 △259,651 △243,869

法人税等合計 △244,987 △226,489

四半期純損失（△） △568,088 △551,310

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △568,088 △551,310
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2019年７月１日
　至 2019年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年７月１日
　至 2020年９月30日)

四半期純損失（△） △568,088 △551,310

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 8,044 19,047

為替換算調整勘定 70 △267

退職給付に係る調整額 923 1,875

その他の包括利益合計 9,038 20,654

四半期包括利益 △559,050 △530,655

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △559,050 △530,655

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

　


